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１．平成17年 3月期の業績（平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 3月期 10,498 3.2 602 32.3 597 28.9

16年 3月期 10,171 4.2 455 △30.2 463 △29.9

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年 3月期 331 64.6 27 88 － － 4.2 6.5 5.7

16年 3月期 201 △34.9 16 65 － － 2.6 5.1 4.6

（注）①期中平均株式数 17年 3月期 11,572,876株 16年 3月期 11,804,682株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年 3月期 6 00 0 00 6 00 69 21.5 0.9

16年 3月期 5 00 0 00 5 00 59 30.0 0.8

 （注）17年3月期期末配当金の内訳は、普通配当5.00円、記念配当1.00円であります。

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 3月期 9,384 7,993 85.2 693 29

16年 3月期 9,004 7,797 86.6 660 34

（注）①期末発行済株式数 17年 3月期 11,517,443株 16年 3月期 11,800,715株

②期末自己株式数 17年 3月期 4,557株   

２．平成18年 3月期の業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 5,450 340 200 0 00 － － －  －

通　期 10,700 400 230 －  － 5 00 5 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　19円24銭

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

 
 

第89期
（平成16年３月31日）

第90期
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ　流動資産        

１　現金及び預金   84,162   201,762  

２　売掛金 ※１  391,313   390,557  

３　有価証券 ※４  398,530   399,742  

４　１年以内償還予定関係会
社社債

  99,894   ―  

５　商品   36,720   49,107  

６　製品   348,987   318,856  

７　原材料   258,626   361,456  

８　仕掛品   98,081   138,718  

９　前払費用   7,357   2,661  

10　短期貸付金 ※１  300,000   200,000  

11　預け金   1,800,000   1,750,000  

12　繰延税金資産   1,789   49,118  

13　その他   77,196   165,947  

貸倒引当金   △1,000   △1,000  

流動資産合計   3,901,658 43.3  4,026,929 42.9
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第89期
（平成16年３月31日）

第90期
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定資産        

(1）有形固定資産        

１　建物  1,214,642   1,348,644   

減価償却累計額  562,215 652,427  597,501 751,142  

２　構築物  468,547   489,485   

減価償却累計額  297,451 171,095  316,045 173,439  

３　機械及び装置  7,337,445   7,946,465   

減価償却累計額  5,584,746 1,752,698  5,764,205 2,182,259  

４　車輌及び運搬具  5,609   5,609   

減価償却累計額  5,166 442  5,297 312  

５　工具器具及び備品  178,246   196,573   

減価償却累計額  122,552 55,694  135,080 61,492  

６　土地   265,882   265,882  

７　建設仮勘定   244,490   ―  

有形固定資産合計   3,142,732 34.9  3,434,530 36.6

(2）無形固定資産        

１　ソフトウエア   4,040   10,639  

２　電話加入権   2,742   ―  

無形固定資産合計   6,782 0.1  10,639 0.1

(3）投資その他の資産        

１　投資有価証券 ※４  1,480,592   1,501,313  

２　関係会社株式   244,077   244,077  

３　従業員長期貸付金   4,895   4,060  

４　長期前払費用   2,478   ―  

５　繰延税金資産   191,900   138,228  

６　その他   40,725   39,754  

貸倒引当金   △11,000   △15,500  

投資その他の資産合計   1,953,669 21.7  1,911,933 20.4

固定資産合計   5,103,184 56.7  5,357,103 57.1

資産合計   9,004,843 100  9,384,032 100
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第89期
（平成16年３月31日）

第90期
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ　流動負債        

１　買掛金 ※１  210,370   150,667  

２　未払金 ※１  424,183   611,036  

３　未払費用   84,927   74,320  

４　未払消費税等 ※４  39,840   18,383  

５　未払法人税等   25,893   193,785  

６　預り金   16,579   11,741  

７　その他 ※４  65,238   ―  

流動負債合計   867,031 9.6  1,059,933 11.3

Ⅱ　固定負債        

１　退職給付引当金   314,400   313,080  

２　役員退職慰労金引当金   26,334   17,673  

固定負債合計   340,734 3.8  330,753 3.5

負債合計   1,207,766 13.4  1,390,686 14.8
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第89期
（平成16年３月31日）

第90期
（平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）        

Ⅰ　資本金 ※２  1,495,000 16.6  1,495,000 16.0

Ⅱ　資本剰余金        

１　資本準備金  942,000   942,000   

２　その他資本剰余金        

自己株式処分差益  783   783   

資本剰余金合計   942,783 10.5  942,783 10.0

Ⅲ　利益剰余金        

１　利益準備金  117,000   117,000   

２　任意積立金        

別途積立金  4,650,000   4,800,000   

３　当期未処分利益  530,282   562,484   

利益剰余金合計   5,297,282 58.8  5,479,484 58.4

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 ※５  66,230 0.7  77,564 0.8

Ⅴ　自己株式 ※３  △4,219 △0.0  △1,485 △0.0

資本合計   7,797,077 86.6  7,993,345 85.2

負債・資本合計   9,004,843 100  9,384,032 100

        

－ 5 －



(2）損益計算書

 
 

第89期
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

第90期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高        

１　製品売上高 ※３ 10,150,586   10,469,895   

２　商品売上高 ※３ 21,280 10,171,867 100 28,559 10,498,455 100

Ⅱ　売上原価        

１　製品期首棚卸高  526,944   348,987   

２　商品期首棚卸高  179   36,720   

３　当期製品製造原価 ※３ 7,877,398   8,316,922   

４　当期商品仕入高  56,564   87,263   

合計  8,461,086   8,789,893   

５　一般管理費振替高  2,977   3,188   

６　製品期末棚卸高  348,987   318,856   

７　商品期末棚卸高  36,720 8,072,401 79.4 49,107 8,418,740 80.2

売上総利益   2,099,465 20.6  2,079,714 19.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  1,643,635 16.2  1,476,873 14.1

営業利益   455,830 4.4  602,840 5.7

Ⅳ　営業外収益        

１　受取利息及び配当金 ※３ 8,541   7,413   

２　有価証券利息  15,332   14,136   

３　その他  11,763 35,637 0.4 11,951 33,501 0.3

Ⅴ　営業外費用        

１　固定資産処分損 ※２ 14,592   33,197   

２　投資有価証券売却損  3,072   －   

３　投資有価証券評価損  －   －   

４　その他  10,759 28,423 0.3 6,074 39,272 0.3

経常利益   463,043 4.5  597,069 5.7

Ⅵ　特別利益        

１　受取保険金収入  26,494 26,494 0.3 － － －
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第89期
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

第90期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅶ　特別損失        

１　貸倒引当金繰入額（ゴル
フ会員権）

 －   4,500   

２　固定資産除却損 ※４ 72,232   －   

３　退職給付費用  46,138 118,370 1.2 － 4,500 0.0

税引前当期純利益   371,167 3.6  592,569 5.7

法人税、住民税及び事業
税

 159,000   263,000   

法人税等調整額  11,011 170,011 1.7 △1,532 261,468 2.5

当期純利益   201,156 1.9  331,101 3.1

前期繰越利益   329,126   316,629  

自己株式消却額   －   85,245  

当期未処分利益   530,282   562,484  
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(3）利益処分案

  
第89期

 
第90期

 

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   530,282  562,484

Ⅱ　利益処分額      

１　配当金  59,003  69,104  

２　役員賞与金  4,650  8,400  

（うち監査役賞与金）  (800)  (1,400)  

３　任意積立金      

(1）別途積立金  150,000 213,653 200,000 277,504

Ⅲ　次期繰越利益   316,629  284,980
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重要な会計方針

第89期 第90期

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は、部分資本直入法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

(3）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(3）子会社株式及び関連会社株式

同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）原材料のうち輸入原料、未着原料

先入先出法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）原材料のうち輸入原料、未着原料

同左

(2）商品、製品、輸入原料以外の原材料、仕掛品

移動平均法による原価法

(2）商品、製品、輸入原料以外の原材料、仕掛品

同左

３　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法によっております。

　なお、耐用年数および残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）については、定額法によっており

ます。

３　固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、償却年数については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

(2）無形固定資産

同左

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

４　引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

(2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務および年金資産に基づき、当期末において

発生している額を計上しております。

(2）退職給付引当金

同左
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第89期 第90期

(3）役員退職慰労金引当金

　役員の退職慰労金支給に備えるため、「役員退職慰

労金に関する内規」に基づく期末の退職慰労金の額を

計上しております。

　毎期の繰入額は期首、期末の増差額であります。

(3）役員退職慰労金引当金

同左

５　リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

５　リース取引の処理方法

同左

６　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　為替予約取引について、外貨建取引等会計処理基準

で認められた特例による振当処理を行っております。

６　ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

同左

(2）ヘッジ手段、ヘッジ対象及びヘッジ方針

　輸入原料糖決済の為替変動リスクに備えるため、外

貨建買掛金について原料糖価格決済の範囲内で為替予

約を行っております。

(2）ヘッジ手段、ヘッジ対象及びヘッジ方針

同左

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理について

　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理について

同左
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注記事項

（貸借対照表関係）

第89期 第90期

※１　関係会社に関する注記 ※１　関係会社に関する注記

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するもの。

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対するもの。

売掛金 336,930千円

短期貸付金 300,000千円

買掛金 129,229千円

未払金 92,703千円

売掛金 328,376千円

短期貸付金 200,000千円

買掛金 59,817千円

未払金 62,114千円

※２　当社が発行する株式および発行済株式の総数 ※２　当社が発行する株式および発行済株式の総数

授権株数 普通株式 37,822千株 授権株数 普通株式 37,522千株

　定款の定めにより株式の消却が行なわれた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当する

株式数を減ずることとなっております。

　定款の定めにより株式の消却が行なわれた場合に

は、会社が発行する株式について、これに相当する

株式数を減ずることとなっております。

※３　自己株式の保有数 ※３　自己株式の保有数

普通株式 21,285株 普通株式 4,557株

※４　資産について下記のとおり担保に供しております。 ※４　資産について下記のとおり担保に供しております。

(1）担保提供資産簿価 (1）担保提供資産簿価

有価証券 99,516千円

投資有価証券 200,000千円

計 299,516千円

投資有価証券 299,919千円

(2）担保提供資産に対応する債務 (2）担保提供資産に対応する債務

未払消費税等 1,825千円

その他 65,238千円

未払消費税等 4,728千円

発行済株式総数 普通株式 11,822千株 発行済株式総数 普通株式 11,522千株

※５　配当制限 ※５　配当制限

　有価証券の時価評価により、純資産額が66,230千円

（その他有価証券評価差額金）増加しております。

　なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されております。

　有価証券の時価評価により、純資産額が77,564千円

（その他有価証券評価差額金）増加しております。

　なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の規

定により、配当に充当することが制限されております。
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（損益計算書関係）

第89期 第90期

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は76％であり、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は24％であ

ります。主要な費目および金額は次のとおりでありま

す。

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は74％であり、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は

26％であります。主要な費目および金額は次のとおり

であります。

運賃・保管料 672,061千円

販売手数料 572,916千円

給料手当 173,241千円

退職給付費用 11,666千円

役員退職慰労金引当金繰入額 7,657千円

運賃・保管料 540,713千円

販売手数料 538,083千円

給料手当 164,531千円

退職給付費用 7,187千円

役員退職慰労金引当金繰入額 8,268千円

※２　固定資産処分損の内訳 ※２　固定資産処分損の内訳

機械装置除却損 5,691千円

その他固定資産除却損 8,900千円

機械装置除却損 26,247千円

その他固定資産除却損他 6,950千円

※３　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

※３　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

製品売上高 9,010,774千円

商品売上高 17,374千円

当期製品製造原価の

うち原材料仕入高
3,328,071千円

受取利息及び配当金 4,054千円

製品売上高 9,319,111千円

商品売上高 24,368千円

当期製品製造原価の

うち原材料仕入高
3,892,606千円

受取利息及び配当金 1,238千円

※４　固定資産除却損の内訳 ※４　　　　　　　　　―――

建物他撤去費用 53,492千円

建物、機械及び装置他除却損 18,740千円
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①　リース取引

第89期 第90期

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

車両及び

運搬具

（千円）

工具、器

具及び備

品

（千円）

その他

（長期前

払費用）

（千円）

合計

（千円）

取得価額相当

額
5,252 10,826 12,380 28,459

減価償却累計

額相当額
2,372 2,822 7,015 12,210

期末残高相当

額
2,879 8,003 5,364 16,248

車両及び

運搬具

（千円）

工具、器

具及び備

品

（千円）

その他

（長期前

払費用）

（千円）

合計

（千円）

取得価額相当

額
6,723 10,826 12,380 29,929

減価償却累計

額相当額
3,619 5,529 9,491 18,640

期末残高相当

額
3,103 5,297 2,888 11,289

②　未経過リース料期末残高相当額 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 １年超 合計

6,244千円 10,360千円 16,605千円

１年以内 １年超 合計

6,692千円 4,950千円 11,642千円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料
減価償却費相

当額

支払利息相当

額

11,941千円 11,119千円 579千円

支払リース料
減価償却費相

当額

支払利息相当

額

6,807千円 6,429千円 373千円

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法

……リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については利息法によっております。

……リース料総額とリース物件の取得価額相当額

との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については利息法によっております。

②　有価証券

第89期
（平成16年３月31日）

第90期
（平成17年３月31日）

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。

同左
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③　税効果会計

第89期
（平成16年３月31日）

第90期
（平成17年３月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産（流動）  

未払販売費否認額 11,434千円

未払事業税否認額 2,305千円

賞与引当金損金算入限度超過額 27,904千円

その他 6,170千円

繰延税金資産（流動）小計 47,814千円

  

繰延税金負債（流動）  

有価証券評価益否認額 △46,025千円

繰延税金資産（流動）純額 1,789千円

  

繰延税金資産（固定）  

有価証券評価損否認額 8,618千円

退職給付費用否認額 127,232千円

減価償却超過額 31,555千円

役員退職慰労金引当金繰入額 9,227千円

ゴルフ会員権減損否認額 4,930千円

その他 10,335千円

繰延税金資産（固定）小計 191,900千円

繰延税金資産合計 193,689千円

繰延税金資産（流動）  

未払販売費否認額 9,114千円

未払事業税否認額 10,699千円

賞与引当金損金算入限度超過額 23,361千円

その他 5,942千円

繰延税金資産（流動）小計 49,118千円

  

繰延税金資産（固定）  

有価証券評価損否認額 7,708千円

退職給付費用否認額 127,527千円

減価償却超過額 31,006千円

役員退職慰労金引当金繰入額 7,245千円

ゴルフ会員権減損否認額 7,585千円

その他 11,055千円

繰延税金資産（固定）小計 192,128千円

  

繰延税金負債  

 有価証券評価益否認額 △53,900千円 

繰延税金資産（固定）純額 138,228千円 

繰延税金資産合計 187,346千円 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 41.0％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.2％

住民税均等割等 1.0％

その他 1.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.8％

法定実効税率 41.0％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目
△0.2％

住民税均等割等 0.6％

その他 0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.1％
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（１株当たり情報）

第89期 第90期

１株当たり純資産額 660.34円

１株当たり当期純利益 16.65円

１株当たり純資産額 693.29円

１株当たり当期純利益 27.88円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 １株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 損益計算書上の当期純利益

201,156千円 331,101千円

普通株式に係る当期純利益 普通株式に係る当期純利益

196,506千円 322,701千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

利益処分による役員賞与金 4,650千円 利益処分による役員賞与金 8,400千円

普通株式の期中平均株式数 普通株式の期中平均株式数

11,804,682株 11,572,876株

　（注）　１株当たり情報の計算については、発行済株式数から自己株式数を控除して算出しております。
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